
 
 
 
 

 

■ 国土交通省海洋政策懇談会が今後の海洋政策の基本的な考え方や取り組むべき海洋政策の方向性を発表 

政府は海洋権益に関する基本法である海洋基本法に基づき平成20年3月に海洋基本計画を策定し、海洋の

平和的且つ積極的な開発及び利用と海洋環境の保全との調和を図る新たな海洋立国の実現に取り組んでき

ました。この海洋基本計画は策定後5年経過する平成24年度に見直しが予定されておりますので、国土交通

省は平成23年度より海洋に関して知見を有する有識者で構成された「国土交通省海洋政策懇談会」を設置

し、国土交通省の海洋政策について5年～10年先を年頭に置いた中長期的な方向性について意見交換を行っ

てきました。 

今回、国土交通省が議論の結果を踏まえ、今後の海洋政策の基本的な考え方や取り組むべき海洋政策の

方向性等について「国土交通省海洋政策懇談会報告書」として取りまとめ発表しましたので、ここにその

概要を紹介します。 

                            

 

新たな基本計画では、国土交通省が取り組む海洋政策として 3 つの基本的方向性とそれらの具体的施策の

例を紹介しています。これらはこれからの日本が持続的に発展していくための基本計画であり、私達もこれ

ら施策が着実に進められていくのか注目していくと共に積極的な協力が必要です。 
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図-1　「港湾における総合的な津波対策のあり方」概要



 
□桟橋式岸壁の劣化対策の設計 

～岸壁整備の設計事例の紹介～ 

1.はじめに 

今回紹介する業務は、桟橋式岸壁の老朽化に伴い桟橋の健全度調査

を行い、その結果に基づいた対策方法を検討したものです。 

2.健全度調査結果 

(1)上部コンクリート 

目視調査を行った結果、梁下側で主鉄筋に添って錆汁を伴う幅 

数 mm 程度のひび割れを多数確認し、床版でも遊離石灰を伴う  

ひび割れを確認したことから、健全度をⅣと判定しました。 

(2)鋼管杭  

 肉厚測定した結果、腐食速度は 0.05～0.08mm/年と推定され全て設計値（0.20mm/年）以下となり、 

また、目視調査結果からも貫通孔および著しい孔食は確認されず、現在の腐食環境は良好と判断しまし

た。しかし、今後30年間の供用には健全性を確保できないと判断し防食等の対策を施す提案をしました。 

3.桟橋の補強対策工法の検討 

(1)上部コンクリートの劣化対策 

上部コンクリートには著しい劣化が発生しており、構造物の大幅な耐力の低下が懸念されました。この

ような塩害劣化の補修工法として一般に下記の複数工法による対策工法を採用しています。 
補修 ＝ 断面修復工法 ＋ ひび割れ充填工法 ＋  電気防食工法   

 しかし、今回の事例では次のような問題点が挙げられました。 

① 塩化物イオン濃度が高いため脱塩は不可能。 
② 鉄筋の断面を補修する箇所が干満帯であるため、はつり面が海水に接することになり健全な内面の

コンクリートまで塩害の懸念。 
③ 梁下面のはつり作業は、潜水士による水中作業となるため施工が困難。 
④ 構造物の許容応力が著しく低下するため、安全性の確保が非常に困難。 
⑤ 荷重が増大（設計震度 0.10→0.16 への増大）するため、耐荷力に問題が発生。 
以上の点から、今回は補修ではなく既設上部コンクリートを撤去し新設することが妥当と判断しました。 

(2)鋼管杭の補強対策の検討 

上部コンクリートを支える鋼管杭の補強方法として以下の 3 工法を選定し比較検討を行いました。これ

ら 3 工法にはそれぞれ特徴がありますが、今回は施工性、経済性を重視し②案を提案しました。 
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写真-1　上部コンクリートひび割れ状況

① ② ③

補強対策工法 　　 完全撤去新設する工法
部分補修、補強、防食（鋼管
杭存置型）する工法

構造変更（鋼管杭存置型）
する工法

概要
（既設上部工及び鋼管杭とも
撤去し、新設する案）

　　　（上部工を新設する案）
（上部工をジャケット式に
て新設する案）

コスト 　　　　6100万円/ブロック 　　　　4800万円/ブロック 　　　6800万円/ブロック

特徴
既設鋼管杭の引抜きは周辺
施設への影響が大きい。

部分補修であり大型重機を必
要としない。

　ジャケットの据付に大型
起重機船を必要とする。

評価 △ ○ △

表-1　補強対策工法評価一覧表

①案 ②案 ③案


